


国際評価技術分野

大型蓄電池システムなど、戦略的技術分野における、
先進的な技術・知見等を活用した評価技術の開発、
国際標準の提案、認証基盤の整備等を行います。

●データ利活用、国内初となる産業界へのデータ共有
試験データの利活用により蓄電池システム産業の競
争力強化に貢献

●電気保安の向上に貢献する仕組みを構築
事故情報活用のDX化及びスマート保安プロモー
ション委員会の設置・運用・成果の実現

国内企業の蓄電池システムに関して、世界
最大級の施設を活用し、顧客ニーズを踏まえ
公的機関である機構による実施が適切である
試験サービスの拡充・実施、試験データの利活
用、戦略的な国際標準開発、認証体制の構築等
により、実用化、認証取得、海外展開等を支援

再生可能エネルギー発電設備等に関して、
安全情報の効果的な分析・普及活動等により
官民の電気保安に関する取組を支援

令和3年度成果のポイント

基幹目標及び指標

重要項目（重点的に取り組む業務）

機能別実験棟

ファインバブル測定中

2050年カーボンニュートラルの実現に向け、蓄電池システム及び再生可能エネルギー発電設備の信頼性向上
に貢献するため、電気保安行政を技術的に支援するとともに、大型蓄電池システムに関する戦略的な国際標準開
発及び認証基盤構築の実施並びに試験・評価を通じて、国内企業による先端蓄電池の市場獲得規模の更なる増大
を目指す。
（政府が新たな目標として2050年カーボンニュートラルを打ち出したことを受けて修正）

大型蓄電池システムに関する試験評価拠点の稼働率を前年度と同程度に維持した上で、企業等による試験・評価
件数に対する実用化・認証取得等の割合を13％以上とする。

基幹目標

指標（KPI）

1 2

ファインバブル産業の健全な発展に向けて

「ファインバブル」の活用が広がる中で、NITEは経済産業省「平成
24年度グローバル認証基盤整備事業」へ参画し、ファインバブル測
定方法に係る6つの国際規格の作成、国内外への普及活動など、標準
化・認証基盤整備の役割を担ってきました。NITEが開発した測定手
法により、平成29年度から民間の認証制度が開始され、令和3年度
には、測定や解析を行うラボの育成等を担う参照ラボの機能を業界
団体へ移転し、現在は民間による自立した国内認証制度が運営され
ています。

N
I
T
E
の
価
値
創
造

サ
ス
テ
ナ
ブ
ル
経
営

事
業
報
告

デ
ー
タ
セ
ク
シ
ョ
ン

事業報告

32 33独立行政法人製品評価技術基盤機構　NITE　統合レポート2021 独立行政法人製品評価技術基盤機構　NITE　統合レポート2021



国際評価技術分野 主たる業務実績と成果

基幹目標について

大型蓄電池システムに関する試験評価拠点の稼働率
を前年度と同程度に維持した上で、企業等による試験・
評価件数に対する実用化・認証取得等の割合を13％以
上とする。

稼働率
（ラージチャンバ） 試験・評価 実用化・認証等

令和3年度目標 前年度と当程度
（令和2年度は80.4％） ― ― 13%

令和3年度実績 95.7％ 59件 8件 13.6％

●取組成果と効果
ほぼフル稼働のNLABを上手に使うことによって、社会ニーズに応じた安全性の高い製品の実用化に貢献

共同試験59件【前年度は53件】に加え、NLAB
単独の独自試験を28件実施。令和3年度は、令和2
年度以前と異なり、以下の点を強化・実施。
❶新たな試験システム・試験手法を開発
・東日本大震災超の大地震を想定した安全性試
験を可能とする加速度制御による試験系を確
立し、企業等による製品の実用化等に貢献。
・大動力系の蓄電池システムに必須となる
DCDCコンバーター（電圧を上下させる変換
装置）の性能確認試験手法を確立し、企業等に
よる製品の実用化等に貢献。今後、船舶のみな
らず陸用水素燃料電池等への幅広い製品の安
全性試験に応用展開も可能。
・NLAB単独での独自試験によりインピーダン
ス測定試験手法（劣化評価）を確立し、同手法
を用いた共同試験を3試験実施。

❷NLABのコンサルテーション能力を活用
・認証取得のポイントとなる細かい試験条件を
ユーザーに提言し、円滑な認証取得に貢献。

❸平成28年のNLAB開所以降初めてとなる施設
予約ルールを見直し
・従来の施設予約ルール（早い者勝ち）を見直し、
柔軟なスケジュール調整を可能とする新しい
ツールへ移行。施設予約段階からアウトカム
情報を入手し、数ヶ月先に実施（または断念）
していた質の高いアウトカムに繋がる試験を
優先的に実施可能。

❹令和2年度に実施した契約手続の合理化（施設
利用約款の公表により6週間→3週間へ短縮）を
さらに合理化
・テレワークの定着により双方の負担が大きか
った押印を不要（“申込書-承諾書”形式へ変
更）とし、所要期間を更に1週間短縮（3週間
→2週間）。

我が国特有の災害（地震、水害等）、大型化・大容
量化する蓄電池、自動車の電動化等の社会ニーズ
に適切に対応し、事業者の実用化・認証取得等を
支援することで、安全な蓄電池の社会実装のスピ
ードアップ。これにより国内企業が獲得できる先
端蓄電池の市場を創出。

取組成果 効　果

105%
基幹目標指標

達成

>日本特有の災害に対応し、安全性の高い日本の蓄電池システムの競争力強化に貢献するための試験を実施
⇒耐類焼性試験1件、水没試験10件

共同試験59件や独自試験28件以外にデータ利活用に資する試験を実施し、
社会ニーズに対応した安全性の高い製品の実用化を支援

水没試験耐類焼性試験

試験・評価結果が活用されている製品の実用化等事例

●災害時の電力供給等に備えたリチウムイオン電池の全国の通信ビルへの設置
●船舶用水素燃料電池システムの実証試験
●HV（ハイブリッド自動車）の開発
●車載用蓄電池のリユースの実証試験
●輸送振動・耐震性を施した系統用蓄電池／家庭用蓄電池の設置
●定置用蓄電池システムに搭載される二酸化炭素ガス検知器の製品化

多目的大型実験棟
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時代の変化に応じた経営・事業の強化、組織の活性化

経営マネジメント

経営戦略

方針の再策定

2021年～2025年

課題

ソリュー
ション

ロード
マップ

・現中期方針は2018年に策定した
ものであり陳腐化
・大きく変化した社会情勢への対応不足

・事業戦略の推進
・社会情勢に応じた戦略の不断の見直し

2021年
顧客価値向上のための羅針盤策定

・事業戦略の検討
・新・中期方針の策定

人　材

人事制度の再構成

2022年～

・チャレンジする機会や成功体験が
不十分
・スピード社会に対応可能な人材の不足

・人材育成の効果測定
・マネジ能力向上の継続的取組

2021年
職員の成長支援とスキルアップ

・管理職の人材育成スキル強化 
・キャリアパス管理制度の構築
・能力に見合った処遇 （再任用含む）

組織風土

行動指針の実践強化

2022年～

・やらされ感
・消極的姿勢
・古い価値観、狭い視野

・行動指針への適合性確認

2021年
自律的行動の醸成

・視野を広げ、自らのポジションを意
識する活動の促進
・若手への権限委譲
・新たなチャレンジ機会の創出

仕　組

Society5.0への対応

2022年

・ITリテラシーの不足 
・データ活用意識不足
・手段の目的化（システム導入）
・変化への抵抗

・社会情勢に応じた組織・業務の見
直し

2021年
組織一丸となった組織・業務の構造改革

・人員・予算配分の最適化
・DX推進基本計画の実施
・人材育成 （ITリテラシー向上）
・DXに資する成功体験の拡大

経営方針 ビジョン 行動指針 仕事の価値観 組織構造 デジタル化業務機能構造人材育成 評価制度 処遇

業務運営上の課題・リスクとその対応

リスク管理の状況

NITEは「リスク管理方針」を掲げ、リスクの識別、評
価、リスクへの対応、モニタリング等の活動を組織的に
行ってリスクの顕在化を未然に防ぐよう取り組んでい
ます。また万が一リスクが顕在化した場合には、適切か
つ迅速な対応により、ステークホルダーの損害を最小
限にとどめ、早急な復旧と再発防止を図っています。
リスク管理体制は、以下の各規定に基づいて構築し、ま
た体制の定期的・継続的な見直し、改善を行っています。

●内部統制及びリスク管理規程
機構の内部統制及びリスク管理に関し必要な事項を
定め、業務の適正を確保する

●災害対策・事業継続規程
災害時に、機構内で業務を行う役職員等が採るべ
き対策及び事業の継続に必要な事項を規定し、役職
員等の安全の確保、機構の施設等の執務環境の確保
及び優先する業務の早期復旧を図る

●情報セキュリティ管理規程
情報セキュリティ対策を確実に行うための基本的
な枠組みに必要な事項を定め、保有する情報資産の
安全性の確保及び信頼性の向上に資する

業務運営上の課題・リスク及びその対応策の状況

NITEは、環境（E）、社会（S）、ガバナンス（G）における
事業環境の変化を、持続可能性・成長性に影響を与え
る、あるいは事業の存続そのものに対する課題・リスク
の要因ととらえ、対応しています。

リスク全般への対応

NITEは、恒常な課題（法令順守等）に対してはリスク
対応のための年間スケジュールを策定し、法令順守等
確認週間等を実施しました。また、突発的な課題につい
ては、役員含め必要な範囲で適切に適宜対応するとと
もに、毎週開催している運営会議にて他分野へも横展
開しました。また、内部統制の推進や重要なリスク管理
の課題等を把握・改善するための議論を行う場として、
内部統制委員会とリスク管理委員会を共催（令和３年
11月及び令和４年３月）し、内部統制の体制やリスク管
理等の対応方法を見直すなど、内部統制システムの強
化を図りました。
さらに、予算執行や保有資産等について組織の課題を
把握・改善する材料とするため、財務分析を行いました。

リスク管理方針
１機構におけるあらゆるリスクを統括し、機構全体
でのリスク管理活動を推進することで、リスクの
顕在化を未然に防ぎ、職員の安全・健康を確保す
るとともに、機構の経営資源の保全と有効活用を
図ります。

２リスクの識別、評価、リスクへの対応、モニタリ
ング等の活を組織的に行い、リスクへの対応力の
向上を図ります。

３万が一リスクが顕在化した場合には、適切かつ迅
速な対応により、機構に関係するステークホルダ
ーの損害を最小限にとどめるとともに、早急な復
旧と再発防止を図ります。

４万が一災害等による重大な危機が発生したとき
には、人命の安全を第一に捉えつつ、可能な限り
業務を継続できる体制を整え、社会的要請に応え
ます。

５職員に対する教育活動とリスク情報の共有化に
より、職員のリスクに対する認識を高め、リスク
の顕在化を可能な限り抑えます。

６この方針を含め、リスク管理体制を定期的に見直
し、リスク管理が常に有効に働くよう継続的に改
善を行います。

イノベーションの進展
官民による協創実現に必要なオープン・イノベー
ション促進のため、令和2年2月、行政執行法人で唯
一となる事業者のイノベーション支援に関する窓
口を設け、令和2年度末までに45件を受け付けまし
た。令和3年度は29件（共同研究3件、試験設備利
用13件、技術相談11件、講師派遣2件）を受け付け、
うち18件について技術相談や試験設備利用、講師
派遣の実施、2件について共同研究契約を締結し、
事業者等に対しイノベーションのための解決策を
提供しました。
また、社会的課題解決への貢献の可能性がある技
術や製品（有望技術等）の評価制度整備を進めるた
め、令和3年8月、NITE各部門及び各支所を有機的
に結集した「チームNITE」を設置し、地域の大学や
企業との対話、産学官連携活動への参画、関係する
適合性評価機関との連携強化を進め、有望技術等
の探索（支援）を開始ました。ベンチャーキャピタ
ル、大学、産学官連携機関、ベンチャー企業等26機
関と意見交換し、持続的な連携協議関係を複数構
築できました。
各部門の強みを活かした具体的支援、評価制度
構築を進める対象候補を特定し、1件は連携につい
て合意に至りました。

デジタルトランスフォーメーション（DX）の推進
DX加速のため、機構内では契約総額1,000万円
未満の案件をデジタル統括官の判断でプロジェク
ト化できる仕組みを構築しました（令和4年度から
運用開始）。また、機構外への新たな価値の提供と
して「NITE-GmiccsのSDS作成機能拡充」（化学物
質管理センター）、「スマホのカメラ機能を使った製
品安全情報を提供するアプリ（NITE AR-Shot）の構
築」（製品安全センター）に取り組み、前者は令和4
年4月から運用を開始、後者は令和4年度に公開予
定です。

■業務運営上の課題・リスクの要因

環境（E）
・環境負荷低減への社会ニーズ拡大
・生物多様性への配慮
・新型コロナウイルス等感染症

社会（S）

・少子高齢化
・経済のグローバル化
・IoT、AI等の第4次産業革命の進展
・イノベーションの進展※

・デジタルトランスフォーメーション
 （DX）の推進※

ガバナンス（G）

・運営（統治）体制の変化
・柔軟な組織・人事体制整備
・財政制約（予算）
・組織文化の醸成
・財務分析の実施

主要な課題・リスクへの対応（左表内※）

●個人情報保護管理規程
取り扱う個人情報、個人番号等について、適切な管
理に必要な事項を定め、機構の事務及び事業の適正
かつ円滑な運営を図り、並びに個人の権利利益を保
護する
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社会・環境への配慮等

NITEは、安全・安心な国民生活の実現と健全で持続
性のある産業発展に向けて、持続可能な開発目標
（SDGs）をはじめとする社会的課題、及び環境に配慮し

た取組を行っています。
具体的な取組事例は下記のとおりです。

●ペーパーレスの推進

・NITE主催の会議資料を電子化
・ペーパーレス推進月間の設定（平成29年度から継続）
・電子決裁の徹底、外部からの電子申請の活用
・執務室のフリーアドレス化の推進により、無駄な書類
等を保有しない意識の徹底
・これらの取組により、令和2年度に比べ印刷経費を
14.0%（70万円）削減

●環境に配慮した調達

・「国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律」
指定製品（コピー用紙、自動車リース等）の調達
・電気供給と産業廃棄物処理について、温室効果ガス等
の排出削減に配慮されたものを契約

●育休推進・次世代育成支援

・仕事と子育てを両立でき、働きやすい環境をつくるこ
とにより、全ての職員が能力を十分発揮できるよう行
動計画を策定
・男性も含め育休を取得しやすい環境の整備

●女性活躍推進

・女性職員が専門家として活躍し、管理職をめざすよう
行動計画を策定
・女性リーダー育成研修の実施
・積極的な女性職員採用（新規採用の女性割合50％）
・女性管理職の登用（女性管理職10名16％）
・女性職員割合を高水準に維持（女性職員114名27％）

●障害者差別解消・雇用促進

・障害による差別解消の推進に関する対応要領を策定
・障害の特性に配慮した合理的な方法による採用
・障害者も働きやすい職場に向けた施設整備、援助者配
置等

●テレワーク等の働き方改革

・持ち出し可能なパソコンや付属品の貸与、Web会議
の推進等、テレワークを推進することで、通勤に時間
がかかるケース等での負担を軽減
・事前申請や実態の見える化等により超過勤務削減の
取組を実施

●グローバル化に対応した人材育成・海外機関等との人材交流

・フランスの経済協力開発機構（OECD）へ職員を派遣
・培ってきた信頼関係を活かし、民間企業への出向を2
件実現

●中小企業や障害者就労施設等からの調達

・障害者就労施設等から優先的に調達し、雇用機会の創
出を支援
・中小企業から優先的に調達

●調達におけるワーク･ライフ・バランス等推進の加点評価

・「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」に
基づく「えるぼし認定企業」に対し評価を加点
・「次世代育成支援対策推進法」に基づく認定「くるみん
認定企業」、「プラチナ認定」に対し評価を加点
・「青少年の雇用の促進に関する法律」に基づく「ユース
エール認定企業」に対し評価を加点

●デジタルトランスフォーメーション（DX）の推進

・デジタル技術とデータの利活用による新たな価値の創
造・提供、業務効率化及び高度化
・NITE Digital Visionに基づくアクションプラン策定
（令和3年7月）により、現場のDX案件を迅速にプロジ
ェクト化できる仕組みを構築
・部門横断的な取組としてプロジェクトチーム（例：化学
物質管理情報基盤高度化プロジェクトチーム）、プロ
ジェクト（例：生物資源及びデータの拡充加速及び価値
向上のための分譲等工程の自動化・高効率化プロジェ
クト）等が始まるなど業務運営や意思決定を効率化・高
度化する動きが活発化

取組事例

デジタル化推進の取組 環境や支援が必要な企業等に貢献する調達

職員全員が活躍できる環境の整備社会・環境への配慮等

NITEにおけるSDGsへの取組の詳細はNITE公式ホームページより
https://www.nite.go.jp/nite/aboutus/sdgs/index.html
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業務の適正を確保するためのガバナンス

NITEは、業務方法書第27条に定めた業務の適正を
確保するための体制（内部統制システム）を適切に運用
するため、理事長のトップマネジメントの下、人的資本

や技術、資金からなる経営資源を確保しながら、ガバナ
ンス体制を整備し、業務プロセスの継続的な見直しを
行うなど、内部統制に取り組んでいます。

NITEは、内部統制システムを適切に運用するため、令
和３年度に以下の活動を行いました。

【トップマネジメントによる意思決定】
理事長によるトップマネジメントを実現するため、経
済産業省独自の制度である経営に関する有識者や

4月 法令・規程等遵守確認週間

5 月 法人文書管理推進月間

6 月 契約適正化推進月間

7 月 業務改善月間

8 月

9月 ヒヤリハット・リスク管理月間

10 月 情報セキュリティ月間

11 月 組織活性化月間

12 月 ハラスメント防止・倫理月間

1 月 中期方針理解推進月間

2 月

3月 次年度準備月間

■業務改善月間・キャンペーン

■NITEのガバナンス体制

資
産
等
管
理

適
正
化
推
進
期
間

NITEが設置した評価・計画諮問会議からの意見を踏ま
えて、理事会や運営会議、理事長ヒアリングなどを実施
しました。
●理事会：9回（不定期）
組織運営に関する重要事項の基本方針及び事業執行
に係る判断を行う。

●運営会議：41回（原則毎週）
組織運営の検討、事業執行に係る判断、NITEの運営
に関する情報の共有等を行うために、原則として毎
週、日常的な議論を行う。

●理事長ヒアリング：18回（分野ごと）
日常的に開催される会議では把握しきれない各分野
の詳細な目標・計画、業務の進捗状況及び世の中への
貢献について集中的な議論を行う。

●有識者とのディスカッション：４回（四半期毎）
経営に関する有識者（2名）に業務実績を報告し、有識
者からの助言を事業へフィードバックするために議
論を行う。また、価値協創ガイダンスに基づくNITE
のビジネスモデルや戦略等を検討する。

●評価・計画諮問会議：2回
事業計画案の策定及び業務実績に対する自己評価書
の作成にあたり、NITEの各専門分野や財務・マネジ
メントに関する見識を有する外部有識者からの意見
を聴取し、議論を行う。

【独立的・中立的モニタリング】
監事監査、会計監査人監査、監査室による内部監査の
三様監査において、様々な視点で監査を行うとともに、
外部有識者からなる契約監視委員会で適正な契約履行
を監視するなど、NITEの経営についてモニタリングを
行い、改善につなげました。

【積極的かつ公正な情報開示】
NITEが事業を通じて得た情報等については、Web
サイト、SNS、紙媒体等を活用して、積極的かつ公正な
情報開示を行いました。

ガバナンスの状況

内部統制の運用

【統制環境の整備】
年2回の内部統制委員会で、定期的に内部統制の推
進状況や重要な課題等を把握し、業務プロセスの改善
につなげました。
経営陣の声、価値観・倫理観等の伝達のため、理事長
からのメッセージ発信と動画配信、経営幹部からのメ
ッセージのイントラネット掲載、経営に関する各会議
の資料や議事録の共有などを行いました。また、理事長
を始め幹部職員が全国の事業所に出向いて、現場と直
接ディスカッションを行うとともに、本部と各支所の
情報共有や意見交換を目的とした支所連絡会を新たに
設置しました。
さらに、内部統制への意識向上のため、以下のキャン
ペーンを実施し、統制環境の整備に取り組みました。

進捗報告

経済産業省独自の制度
（大臣官房審議官の）

有識者懇談会

設置 目標・評価
への意見

意見

経済産業大臣

理事長

（総務省）
独立行政法人評価制度委員会

評価結果
通知

部・センター
支所

理事長
ヒアリング

評価・計画
諮問会議

経営に関する
有識者

会計
監査人

情報統括官

監査室
運営会議

理事会

監　事

・内部統制委員会
・リスク管理委員会
・情報セキュリティ委員会
・契約監視委員会
・全国支所長会議
・内部・外部通報窓口

その他委員会等

三様監査

会計
監査

監督、監事監査

内部監査

情報セキュリティ確保

業務実施

意思決定を補佐
重要事項の基本方針検討
事業執行に係る判断

部・センターの長等への
諸状況の聴取・指示

設置

意見

選
任

任
命

報
告

財
務
諸
表
等
承
認

財
務
諸
表
等
提
出

評
価
結
果

事
業
計
画
認
可

事
業
計
画
申
請

目
標・評
価

へ
の
意
見

年
度
目
標
指
示

（
基
幹
目
標
含
む
）

任
命

任
命

業
務
実
績
及
び

自
己
評
価
報
告

業務執行の意見

ガバナンスの整備に関する事項（業務方法書）はNITE公式ホームページより
https://www.nite.go.jp/nite/jyohokoukai/jyohoteikyo/jouhoukoukaihou.html
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82.0億円

運営費交付金
91%（75億円）

施設整備費
補助金
0%（0億円）

その他収入
5%（4億円）

受託収入
4%（3億円）

貸借対照表

損益計算書

行政コスト計算書

キャッシュフロー計算書

0
5,000
10,000
15,000
20,000
25,000
30,000
35,000
（百万円）

（百万円） （百万円）

（百万円）

（百万円） （百万円）

7,400

7,600

7,800

8,000

8,200

0

5,000

10,000

15,000

-3,000

-2,000

-1,000

0

1,000

2,000

0

35

70

105

140

0

600

1,200

1,800

2,400

3,000

平成29年度

資産 負債 純資産

経常費用

行政コスト

経常収益 当期総利益

業務CF 投資CF 財務CF 資金期末残高

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

平成29年度 平成30年度

令和元年度から計算

令和元年度 令和2年度 令和3年度

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

29,138 29,253
33,196 31,714 30,032

3,886 5,167
9,126 7,873

23,841

7,415

22,617
25,251 24,086 24,070

7,680

7,852

8,090

7,712

7,866

7,760

7,913

8,144

7,745

7,903

12,467

8,965 9,116

516
894 776

1,103 928

▲654

▲347

418

▲2,070

▲284
▲313

▲53 ▲284 ▲304 ▲302

1,026

1,520

2,430

1,158
1,500

80
64

99 94

116

財務ハイライト

NITEの自己収入は、受託収入及びその他収入があり
ます。受託収入は、300百万円であり、前年度比14百万
円の減となっています。また、その他収入は404百万円
であり、前年度比5百万円の増となっています。
その他収入の主なものは、バイオテクノロジー分野
の生物遺伝資源分譲業務や特許微生物寄託業務などに
係る手数料、適合性認定分野の試験事業者登録制度
（JNLA）の審査に係る産業標準化関係手数料、校正事業
者登録制度（JCSS）並びに特定計量証明事業者認定制
度（MLAP）の審査に係る計量法関係手数料及びNITE
が独自に実施する認定制度（ASNITE）に係る依頼検査
手数料、国際評価技術分野の蓄電池評価センター
（NLAB）の大型施設、試験設備等を利用した共同試験業
務収入があります。

予算と決算の対比

財源の内訳

区分 予算額 決算額 差額 差額理由
収　入

運営費交付金 7,500 7,500 ―
施設整備費補助金 ― ― ―
受託収入 252 300 47 受託契約の増
その他収入 394 404 10 手数料等収入の増
計 8.146 8,204 57

支　出
業務経費 6,995 6,746 249 組織改編等による業務経費減
施設整備費 ― ― ―
受託経費 252 300 ▲ 47 受託契約の増
一般管理費 899 1,123 ▲ 224 マネジメント分野強化による人件費増
計 8,146 8,169 ▲ 22
※区分及び予算額については、当該年度の事業計画に記載されている区分及び予算金額。
※決算額の収入については、現金預金の収入額に期末の未収金等の額を加減したもの。
※決算額の支出については、現金預金の支出額に期末の未払金等の額を加減したもの。

※行政コストは、「独立行政法人会計基準」及び「独立行政法人会計基準注解」（「独立行政法人会計基準の改訂について」（独立行政法人評価制度委員会会計基準等部会、
財政制度等審議会財政制度分科会、法制・公会計部会平成30年9月3日）に伴い、令和元年度から計算しております。

財源

（単位：百万円）

翌事業年度に係る予算等の詳細（事業計画）、財務諸表の詳細はNITE公式ホームページより
https://www.nite.go.jp/nite/jyohokoukai/jyohoteikyo/jouhoukoukaihou.html
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貸借対照表 行政コスト計算書

資産の部 金　額 負債の部 金　額
流動資産 2,047 流動負債 1,933
現金及び預金 1,500 固定負債 5,482
その他 547 資産見返負債 2,450
固定資産 27,985 その他 3,032
有形固定資産 24,754 負債合計 7,415
無形固定資産 496 純資産の部 金　額
投資その他の資産 2,734 資本金 19,011

資本剰余金 3,432
利益剰余金 175
純資産合計 22,617

資産合計 30,032 負債純資産合計 30,032

科　目 金　額
損益計算書上の費用 7,869
経常費用 7,866
臨時損失 3
その他行政コスト 1,247
行政コスト 9,116

（単位：百万円） （単位：百万円）

令和3年度末における資産は30,032百万円であり、
前年度比1,682百万円減（5％減）となっています。
これは、未収金等の減により、流動資産が265百万円
減少、減価償却の進行により、固定資産が1,417百万円
減少、退職給付引当金見返の減により、投資その他の資
産が120百万円減少したことによるものです。
負債は7,415百万円であり、前年度比459百万円減

（6％減）となっています。これは、未払金の減により、流
動負債が260百万円減少、資産見返運営費交付金の増、
長期リース債務、退職給付引当金の減により、固定負債
が198百万円減少したことによるものです。
純資産は22,617百万円であり、前年度末比1,224百
万円減（5％減）となっています。これは、資本剰余金が
1,247百万円減少したことによるものです。

令和3年度の行政コストは、9,116百万円であり、前
年度比151百万円増（2％増）となっています。
これは、業務費等損益計算書上の費用が156百万円
増加したことによるものです。

●資産の部
・流動資産
現金及び預金…………現金、普通預金
その他（流動資産）……NITEの業務活動から生じる
未収金、棚卸資産、賞与引当金見返等

・固定資産
有形固定資産…………土地、建物、機械装置、車両、
工具、器具及び備品などNITEが長期にわたって使
用又は利用する物
無形固定資産…………ソフトウェア、電話加入権
投資その他の資産……権利金、退職給付引当金見
返、その他

●負債の部
・流動負債
NITEの業務活動から生じる未払金、短期リース債
務、賞与引当金等

・固定負債
資産見返負債…………資産見返運営費交付金等
その他（固定負債）……長期前受金等

●純資産の部
・資本金
国からの出資金であり、NITEの財産的基礎を構成
するもの

・資本剰余金
国から交付された施設費等を財源として取得した
資産でNITEの財産的基礎を構成するもの

・利益剰余金
NITEの業務に関連して発生した剰余金の累計額

・損益計算上の費用
損益計算書における経常費用、臨時損失

・その他行政コスト
政府出資金や国から交付された施設費等を財源として
取得した資産の減少に対応する、NITEの実質的な会
計上の財産的基礎の減少の程度を表すもの

・行政コスト
NITEのアウトプットを産み出すために使用したフル
コストの性格を有するとともに、NITEの業務運営に
関して国民の負担に帰せられるコストの算定基礎を示
す指標としての性格を有するもの

概略

概略

科目の説明

科目の説明

N
I
T
E
の
価
値
創
造

サ
ス
テ
ナ
ブ
ル
経
営

事
業
報
告

デ
ー
タ
セ
ク
シ
ョ
ン

データセクション

44 45独立行政法人製品評価技術基盤機構　NITE　統合レポート2021 独立行政法人製品評価技術基盤機構　NITE　統合レポート2021



損益計算書 純資産変動計算書

令和3年度の経常費用は7,866百万円であり、前年度
比154百万円増（2％減）となっています。これは、業務
費及び一般管理費における給与・賞与及び手当が67百
万円、消耗品費が45百万円減少した一方で、雑給が75
百万円、退職給付費用が11百万円、減価償却費が48百
万円、水道光熱費が16百万円、その他費用が94百万円
増加したことによるものです。
経常収益は7,903百万円であり、前年度比158百万
円増（2％増）となっています。これは、運営費交付金収
益が159百万円増加し、受託収入が14百万円減少した
一方で、退職給付引当金見返に係る収益が11百万円、
賞与引当金見返に係る収益が6百万円、手数料等収入
が4百万円増加したことによるものです。
当期総利益116百万円であり、前年度比22百万円増

（23％増）となっています。これは、経常利益37百万円
から臨時損失3百万円を差引き、臨時利益3百万円を加
え、前事業年度繰越積立金取崩額78百万円を計上した
結果となっています。

令和3年度の純資産は、22,617百万円であり、前年
度比1,224百万円減（5％減）となっています。これは、
資本剰余金が1,247百万円減少し、利益剰余金が23百
万円増加したことによるものです。

●資本金、資本剰余金、利益剰余金
p.44参照

●当期末残高
貸借対照表の純資産の部に記載されている残高

●経常費用
業務費…………………NITEの業務に要した費用
一般管理費……………NITEの管理に要した費用
財務費用………………支払利息
その他（経常費用）……雑損等

●経常収益
運営費交付金収益……国からの運営費交付金等のう
ち、当期の収益として認識した収益
自己収入等……………手数料収入、受託収入等の収益
その他（経常収益）……雑益等

・臨時損失
固定資産の除売却損等

・臨時利益
固定資産の売却益等

・前事業年度繰越積立金取崩額
前事業年度繰越積立金等の取崩額

・当期総利益
独立行政法人通則法第44条の利益処分の対象とな
る利益

概略

概略

科目の説明

純資産の状況（資本金の額及び出資者ごとの出資額）

科目の説明

科　目 金　額
経常費用 7,866
業務費 6,687
一般管理費 1,176
財務費用 3
その他 -

経常収益 7,903
運営費交付金収益 6,807
自己収入等 705
その他 392

臨時損失 3
臨時利益 3
前事業年度繰越積立金取崩額 78
当期総利益 116

（単位：百万円）

項　目 資本金 資本剰余金 利益剰余金 純資産合計
当期首残高 19,011 4,679 152 23,841
当期変動額 ― ▲1,247 23 ▲1,224
その他行政コスト ― ▲1,247 ― ▲1,247
当期総利益 ― ― 37 37
その他 ― ― ▲14 ▲14

当期末残高 19,011 3,432 175 22,617

（単位：百万円）

区　分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高
政府出資金 19,011 ― ― 19,011
合計 19,011 ― ― 19,011
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キャッシュ・フロー計算書 翌事業年度に係る予算、収支計画及び資金計画

令和3年度の業務活動によるキャッシュ・フローは
928百万円であり、前年度比175百万円減（16％減）と
なっています。これは、人件費支出が203百万円、その
他の業務支出が99百万円、受託収入が14百万円減少
した一方で、運営費交付金収入が74百万円、手数料等
収入が32百万円増加したことによるものです。
投資活動によるキャッシュ・フローは▲284百万円で
あり、前年度比1,786百万円増（86％増）となっていま
す。これは、有形固定資産の取得による支出が1,624百
万円、施設費による収入が236百万円増加した一方で、
無形固定資産の取得による支出が75百万円減少したこ
とによるものです。
財務活動によるキャッシュ・フローは▲302百万円で
あり、前年度比2百万円増（1％増）となっています。こ
れは、リース債務の返済による支出が2百万円減少した
ことによるものです。その結果、資金期末残高は1,500
百万円であり、前年度比342百万円増（30％増）となっ
ています。

●業務活動によるキャッシュ・フロー
NITEの通常の業務の実施にかかる資金の状態を表
し、サービスの提供等による収入、原材料、商品又は
サービスの購入による支出、人件費支出等

●投資活動によるキャッシュ・フロー
将来に向けた運営基盤の確立のために行われる投資
活動にかかる資金の状態を表し、固定資産の取得・売
却等による収入・支出等

●財務活動によるキャッシュ・フロー
借入れ・返済による収入・支出等、資金の調達及び返
済等

概略

予算

資金計画

収支計画

科目の説明

科　目 金　額
業務活動によるキャッシュ・フロー 928
投資活動によるキャッシュ・フロー ▲284
財務活動によるキャッシュ・フロー ▲302
資金増加額（▲減少額） 342
資金期首残高 1,158
資金期末残高 1,500

（単位：百万円）

区　分 金　額
収入
運営費交付金 7,802
施設整備費補助金 8,498
受託収入 274
その他収入 379

計 16,953
支出
業務経費 7,201
施設整備費 8,498
受託経費 274
一般管理費 979

計 16,953

区　分 金　額
資金支出 16,953
業務活動による支出 8,124
投資活動による支出 8,810
財務活動による支出 19

資金収入 16,953
業務活動による収入 8,455
投資活動による収入 8,498
財務活動による収入 ―

区　分 金　額
費用の部 8,821
経常費用 8,821
業務経費 5,943
受託経費 274
一般管理費 768
減価償却費 659
賞与・退職給付引当金繰入 1,175
財務費用 1

臨時損失 ―
収益の部 8,821
経常収益 8,821
運営費交付金収益 6,334
受託収入 274
手数料収入 379
資産見返負債戻入 659
賞与・退職給付引当金見返戻入 1,175
臨時利益 ―

純利益 ―
総利益 ―

（単位：百万円）

（単位：百万円）

（単位：百万円）

翌事業年度に係る予算等の詳細（事業計画）はNITE公式ホームページより
https://www.nite.go.jp/nite/jyohokoukai/jyohoteikyo/jouhoukoukaihou.html
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役員等の状況 職員の状況

昭和56年  4月 東北大学 選鉱製錬研究所助手
昭和60年  4月 新日本製鐵株式会社 第一技術研究所入社
平成  3年  6月 同 先端技術研究所 主任研究員
平成  5年  2月 独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 産業技術開発部 国際共同研究課 主査
平成  7年  6月 新日本製鐵株式会社 技術開発企画部 部長代理
平成12年  4月 東北大学未来科学技術共同研究センター 助手
平成13年  4月 同 未来科学技術共同研究センター 助教授
平成15年10月 同 未来科学技術共同研究センター 副センター長（併任）
平成17年  1月 同 未来科学技術共同研究センター 教授
平成20年  4月 同 総長特命主幹（地域連携総括）（併任）
平成29年  4月 同 未来科学技術共同研究センター長（併任）
　　　　　8月 同 総長特別補佐（併任）
令和  3年  4月 独立行政法人製品評価技術基盤機構 理事長（現任）

平成  3年  4月 通商産業省（現 経済産業省）入省

平成28年  4月 国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 
技術戦略研究センター 次長

平成30年  7月 国立研究開発法人産業技術総合研究所 企画本部 審議役
兼 人工知能グローバル研究拠点整備準備室長

令和 元年  7月 経済産業省 近畿経済産業局 地域経済部長
令和  3年  4月 独立行政法人製品評価技術基盤機構 理事（現任）

昭和57年4月 昭和電工株式会社入社
平成20年1月 同 化学品事業部門 化学品事業部 特殊化学品部長
平成25年1月 同 機能性化学品事業部 副事業部長 兼 特殊化学品部長
平成26年1月 同 機能性化学品事業部長
平成29年8月 先端素材高速開発技術研究組合 技術部長
令和 元年6月 独立行政法人製品評価技術基盤機構 監事（現任）

昭和56年4月 通商産業省（名古屋繊維製品検査所）入省

平成21年4月 独立行政法人製品評価技術基盤機構 企画管理部 
経営企画課長

平成25年4月 同 化学物質管理センター 所長
平成28年6月 同 バイオテクノロジーセンター 所長
平成31年4月 同 理事（現任）

平成12年  4月 弁護士登録
平成12年  4月 東京シティ法律税務事務所 （現：シティユーワ法律事務所）
平成19年10月 弁護士法人協和綜合パートナーズ法律事務所
平成30年  6月 ジャパンコンテンツ調査研究チーム座長
令和  2年  6月 阪急阪神ホールディングス株式会社 社外取締役（現任）
令和  3年  4月 独立行政法人製品評価技術基盤機構 監事（現任）

理事長

理事

監事

会計監査人

理事

監事（非常勤）

任期：令和3年4月1日～令和5年3月31日

任期：令和3年4月1日～令和5年3月31日

任期：令和元年6月18日〜
　　 令和4年度の財務諸表承認日

任期：平成31年4月1日～令和5年3月31日

任期：令和3年6月26日～
　　 令和4年度の財務諸表承認日

担当：企画管理、製品安全分野、
　　 国際評価技術分野

担当：会計、化学物質管理分野、
　　バイオテクノロジー分野、適合性認定分野

■経歴

■経歴 ■経歴

■経歴 ■経歴

長谷川 史彦

矢島 秀浩

田越 宏孝

有限責任監査法人トーマツ

木井 保夫

鶴 由貴

職員の区分

平均年齢

女性活躍推進

項　目 令和2年度 令和3年度

女性採用

採用数 6名 12名

採用率 60％ 46％

女性の人員

人　数 114/428名 118/416名

割　合 26％ 28％

女性の部長相当職及び課長相当職

人　数 9名 10名

割　合 15％ 16％

平均年齢 43歳

区　分 令和2年度 令和3年度

常勤職員 428名 416名

うち任期付研究員 ―名 ―名

うち国からの出向者 12名 11名

非常勤職員 189名 216名

出向者 23名 22名

うち国の機関への出向者 22名 20名

0

200

400

600

800

職
員
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名
）

23

189
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22

216

416

職員の状況 常勤職員 非常勤職員 出向者
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組織図

経営企画課（東京）（大阪）

情報統括官室

改革推進室

デジタルトランスフォーメーション（DX）推進室
情報統括官室

監査室
監事理事長

理事

企画管理部

国際評価技術本部

バイオテクノロジーセンター

化学物質管理センター

認定センター

製品安全センター

北海道支所
東北支所
中部支所
北陸支所
中国支所
四国支所
九州支所

デジタル統括官

人事企画課（東京）（大阪）
総務課（東京）（大阪）
財務・会計課（東京）（大阪）

組織活性化室
情報公開・個人情報保護相談室
契約室

計画課

計画課 バイオデジタル推進室
バイオエコノミー戦略室
法務・知的財産室

計画課 国際室
化学兵器原料対策室

業務管理企画課
生物多様性支援課
解析技術課
生物資源利用促進課
産業連推進課

分譲室

連携企画課
情報業務課

計画課 認定企画室
IT推進室

計量認定課
試験認証認定課 製品認証認定室

安全審査課 化学物質名称室
リスク管理課
リスク評価課

特許微生物寄託センター
特許生物寄託センター

計画課
情報解析企画課

国際連携室
未然防止推進室

製品安全広報課
事故調査統括課 検査業務室
事故調査課
技術基準・規格課
燃焼技術センター

国際規格課
蓄電池評価センター
電力安全センター

ファインバブル室
連携企画室
電力安全技術室
電力安全技術関西分室
電力安全技術沖縄分室設置準備室

情報システム課（東京）（大阪）
広報・イノベーション支援課（東京）（大阪） 広報室

（令和3年度） 事業所情報

❶本所（東京）
〒151-0066　東京都渋谷区西原
2-49-10
TEL	 03-3481-1921
FAX	 03-3481-1920

❷製品安全センター（大阪市）
❸国際評価技術本部（大阪市）
〒559-0034　大阪府大阪市住之江区南
港北1-22-16
TEL	 06-6612-2065
FAX	 06-6612-1617

❹バイオテクノロジーセンター（木更津市）
〒292-0818　千葉県木更津市かずさ鎌
足2-5-8
TEL	 0438-20-5760
FAX	 0438-20-5766

❺製品安全センター
燃焼技術センター
〒376-0042　群馬県桐生市堤町3-7-4
TEL	 0277-22-5471
FAX	 0277-43-5063

❿中国支所
〒730-0012　広島県広島市中区上八丁
堀6-30　広島合同庁舎第3号館
TEL	 082-211-0411
FAX	 082-221-5223

⓫四国支所
〒760-0023　香川県高松市寿町1-3-2
　日進高松ビル5F
TEL	 087-851-3961
FAX	 087-851-3963

⓬九州支所
〒815-0032　福岡県福岡市南区塩
原2-1-28
TEL	 092-551-1315
FAX	092-551-1329

❻北海道支所
〒060-0808　北海道札幌市北区北八条
西2-1-1　札幌第一合同庁舎
TEL	 011-709-2324
FAX	 011-709-2326

❼東北支所
〒983-0833　宮城県仙台市宮城野区東
仙台4-5-18
TEL	 022-256-6423
FAX	 022-256-6434

❽中部支所
〒460-0001　愛知県名古屋市中区三の
丸2-5-1　名古屋合同庁舎第2号館
TEL	 052-951-1931
FAX	 052-951-3902

❾北陸支所
〒920-0024　石川県金沢市西念3-4-1
金沢駅西合同庁舎
TEL	 076-231-0435
FAX	 076-231-0449

❶本所（東京）❽中部支所
⓫四国支所

❷製品安全センター
　（大阪市）
❸国際評価技術本部
　（大阪市）

❾北陸支所

❿中国支所

⓬九州支所

❺製品安全センター
　燃焼技術センター

❼東北支所

❻北海道支所

❹バイオテクノロジー
　センター（木更津市）

●主要な特定関連会社、関連会社及び関連公益法人等の状況　NITEには、特定関連会社、関連会社及び関連公益法人等はございません。
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独立行政法人　製品評価技術基盤機構
〒151-0066　東京都渋谷区西原 2-49-10
TEL.03（3481）1921　FAX.03（3481）1920
https://www.nite.go.jp

nite
公式ホームページ

YouTube
公式チャンネル

Twitter
公式アカウント


